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Since the 1960s Thailand’s automobile industry has mainly been constructed in 
cooperation with Japanese automobile manufacturers. The huge plant capacity of Toyota, 
Isuzu, Honda and others accounts for more than 90 percent of the domestic market. 
Interviews with the car shops located in Bangkok in March 2015 show three features. 
Firstly, car sales management in Thailand is usually in the Japanese-style, with the 
so called ‘3S shop’ management system with new car sales, parts sales and after sale 
services. Secondly, the transplanted commercial vehicle-based operations concentrate 
on pick-up truck production and sales. They have also expelled latecomers such as 
Hyundai Motor of Korea from Thailand. However, this study shows that the Japanese 
dominance is not complete in Thailand, and that there are serious shortcomings at 
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Hyundai Motor Thailand Co. Ltd.
Toyota K. Motors Co. Ltd.
Phranakorn Honda Automobile Co. Ltd.
Mitsu Vibhavadi Co. Ltd.
Itoa Auto Sales Co. Ltd.
Siam Nissan Automobile Co. Ltd.
会社名㻌 㻴㼥㼡㼚㼐㼍㼕㻌㻹㼛㼠㼛㼞㻌㼀㼔㼍㼕㼘㼍㼚㼐㻌㻯㼛㻚㻌㻸㼠㼐㻚㻌 （日本の総合商社双日の子会社）㻌
設㻌 立㻌 㻞㻜㻜㻢年 㻢月㻌
資本金㻌 㻠億バーツ（約 㻝㻞億円、当時）。㻌
事業形態㻌 現代自動車の独占ディストリビューター（現地組立・販売）㻌
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人員構成㻌 総勢 約 人㻌
日本人社長（ヤナギサワ・ヒデキ氏）、総括部長 

























































































































































































































































































































㻝㻥㻢㻢 タイ 三菱自工初の海外合弁工場完成 中型トラック・ジュピター組立
㻝㻥㻢㻥 韓国 高速バス輸出(～1970年) 187台
㻝㻥㻣㻜 台湾 中華汽車（裕隆グループ）と合弁 大型トラック組立
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2004 年 4 月には日産が株の 75％を取得し、社名もタイ日産と変更されている。」（１３）とい
う調査報告がある。 
とは言え、タイ日産の販売店では日本の営業の「おもてなし」精神がきちんと浸透して
いなかった可能性を裏づける出来事が発見されたのである。 
  
４．むすびにかえて

本稿は、統計資料に基づいた動態分析と販売店の視察を通して部分的ではあるがタイ自
動車市場の現状を捉えている。海外直接投資の実態をある仮説に基づいて類型化するとい
った調査方法を用いなかった。理由は、研究者自身の持つアカデミック・バイアスをでき
るだけ取り除き、ニュートラルな考え方で、あるがままのかたちを描写するためであった。 
以下に調査結果を簡略にまとめておこう。 
第一に、販売店の運営は基本的に日本のディーラー店経営の形態を採用している。6店
方式（新車販売、パーツ販売、アフターサービスの 機能を併せ持つ）が主流となってい
るなか、零細なディーラーの販売店運営は厳しい状況に置かれていた。
第二に、ラインナップの充実さ、特にピックアップトラックの製造・販売の有無が競争
優位の獲得のカギになっていることが判明した。日系メーカーが進出当初から小型トラッ
クベースの自動車のものづくり型をタイに移転していたことが要因とされる。 
第三に、今回の視察を通じて、日本のものづくりがタイに完全に移転されていない、と
14 小池183頁。
15 川邉28頁。
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４．むすびにかえて
　本稿は、統計資料に基づいた動態分析と販売店の視察を通して部分的では
あるがタイ自動車市場の現状を捉えている。海外直接投資の実態をある仮説
に基づいて類型化するといった調査方法を用いなかった。理由は、研究者自
身の持つアカデミック・バイアスをできるだけ取り除き、ニュートラルな考
え方で、あるがままのかたちを描写するためであった。
　以下に調査結果を簡略にまとめておこう。
　第一に、販売店の運営は基本的に日本のディーラー店経営の形態を採用し
ている。3S店方式（新車販売、パーツ販売、アフターサービスの3機能を併
せ持つ）が主流となっているなか、零細なディーラーの販売店運営は厳しい
状況に置かれていた。
　第二に、ラインナップの充実さ、特にピックアップトラックの製造・販売
の有無が競争優位の獲得のカギになっていることが判明した。日系メーカー
が進出当初から小型トラックベースの自動車のものづくり型をタイに移転し
ていたことが要因とされる。
　第三に、今回の視察を通じて、日本のものづくりがタイに完全に移転され
ていない、という結論を見出すことができた。日本本社・現地法人・ディー
ラー・販売店にいたる流通経路において、首尾一貫した意思疎通は容易でな
いことが分かってきた 16。
　現在タイでは、日系メーカーの絶対優位のもとで「エコカー政策」基調の
自動車産業政策が推し進められている。今後、タイ自動車市場における版図
は、ビジネス戦略次第で変わることも予測される。
16 三菱販売店での制服未着用など接客の不徹底さや日産販売店での営業日閉店といった、
普段考えられないことが起こっていた。2社はいずれも、経営戦略のミスによって破たん
を経験している。日産は1999年にルノーに売却され、また三菱自動車は2016年に日産の
傘下に入ってしまった。ホーム国での経営失敗とタイ自動車販売店での事態との間にどれ
ほどの因果関係があるかは証明する術がない。しかし筆者は、この2社をめぐってくすぶっ
ている不祥事などを思い起こし、今回の実態調査での出来事を重く受け止めている。
－145－17
　最後に、本稿は、トップマネジメントから現場までを包括する最適なもの
づくり型の策定がビジネスの決め手である 17、という考え方を裏付けるため
の一試論であることを記しておきたい。
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